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東京都は、障害者の地域における自立した生活を実現するため、平成18年12月、

今後10年間で東京の障害者雇用の３万人以上の増加を目指した「10年後の東京」

計画を策定しました。さらに、平成19年５月には、「東京都障害者計画・第1期東

京都障害福祉計画」を策定し、グループホーム等の地域居住の場や通所施設等の

日中活動の場など、障害者の地域生活を支える基盤整備を着実に進めてきました。

一方、平成18年４月に「障害者自立支援法」が施行され、身体・知的・精神の

三障害施策の一元化、施設・事業体系の機能別再編などにより、わが国の障害保

健福祉施策は大きな転換を迎えました。

東京都は現場をもつ自治体として、法施行の実態を踏まえ、制度上の問題点と

その改善について国に対し提案要求を行っていますが、国においては現在、施行

後３年の法の見直しに向けた準備が進められています。

こうした国の動向にも的確に対応しつつ、東京都はこれまでの取組を一層充実

していくために、「第２期東京都障害福祉計画」を策定しました。この計画は、東

京都障害者計画の３つの基本理念である「障害者が地域で安心して暮らせる社会」

「障害者が当たり前に働ける社会」「すべての都民がともに暮らす地域社会」の実

現を目指し、平成23年度までに達成すべき施策目標・数値目標と、その達成のた

めに都が取り組むべき施策展開を明らかにしたものです。

今後、東京都は、区市町村や各事業者及び福祉・保健・教育・労働の関係機関、

さらには企業・経済団体などと連携し、本計画の着実な推進を図ってまいります。

都民の皆様の一層のご理解とご協力をお願いします。

　平成21年３月

　　　　　　　　　　　東京都知事
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１　計画策定（改定）の背景・趣旨

（１）東京都における障害者施策の計画的推進の経緯

○�　東京都は、国際連合が提唱した「国際障害者年」（昭和56〔1981〕年）を契機に、以

下のとおり障害者計画を策定してきました。これらの計画に基づき、福祉、保健、医療、

教育、労働、住宅、まちづくりなど広範な施策分野にわたり、全庁を挙げて障害者施策を

総合的かつ計画的に推進してきました。

◇「国際障害者年東京都行動計画」
（昭和56〔1981〕年度〜平成２〔1990〕年度）

◇「ノーマライゼーション推進東京プラン―東京都障害者福祉行動計画」
（平成３〔1991〕年度〜平成12〔2000〕年度）

◇「ノーマライゼーション推進東京プラン―東京都障害者計画」
（平成９〔1997〕年度〜平成17〔2005〕年度）

◇「東京都障害者計画（平成19 年度改定）」
（平成19〔2007〕年度〜平成23〔2011〕年度）

○�　この間、平成12年度には、わが国の社会福祉制度の基礎構造改革の一環として、サー

ビスの利用の仕組みを「措置から契約へ」転換する介護保険制度が実施されました。平成

15年度には、障害者分野でも同様にサービス利用者の「自己選択・自己決定」に基づく

利用契約制度として、「障害者支援費制度」が開始され、平成18年4月から、障害者自立

支援法が施行されています。

○�　一方で、平成20年5月には、平成18年12月の国連総会において採択された、障害のあ

る人の権利に関する世界初の国際条約である「障害者の権利に関する条約」が発効しまし

た。

○�　政府は、平成19年9月に条約に署名し、現在、外務省、内閣府、厚生労働省、文部科学

省、法務省、警察庁など関係省庁により、批准に向けた協議が行われています。
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（２）障害者自立支援法施行に伴う東京都の対応など
○�　障害者自立支援法には、区市町村における、身体障害、知的障害、精神障害の３障害に

わたる一元的なサービス提供体制の構築、障害のある人がもっと働ける社会の実現、施

設・事業体系の機能別再編などの内容が含まれています。

障害者自立支援法のポイント

○�　東京都は、障害者自立支援法の施行当初から独自に、低所得者に対してホームヘルプ

サービス利用者に対する定率負担導入の激変緩和を講じました。また、精神障害者の通院

医療費自己負担分の低所得者に対する無料化や心身障害者（児）医療費助成制度の知的障

害者（児）入所施設等入所者への対象拡大を図りました。

○�　さらに、第1期障害福祉計画において従前の「障害者地域生活支援・就労促進３か年

プラン」の拡充を図るとともに、平成19年度には「障害者施策推進区市町村包括補助事

業」を創設するなど、計画的・重点的な基盤整備を早急に進めるよう取り組んできまし

た。

○�　他方、国は、平成19年度から「特別対策」による利用者負担の軽減等を実施し、さら

に、「抜本的見直しに向けた緊急措置」として利用者負担の一層の軽減等を行い、平成

①�　障害の種別（身体障害・知的障害・精神障害）にかかわらず、障害のある人々が必

要とするサービスを利用できるよう、サービスを利用するための仕組みを一元化し、

施設・事業を再編

②　障害のある人々に、身近な区市町村が責任をもって一元的にサービスを提供

③�　サービスを利用する人々もサービスの利用量と所得に応じた負担を行うとともに、

国と地方自治体が責任をもって費用負担を行うことをルール化して財源を確保し、必

要なサービスを計画的に充実

④　障害者がもっと働ける社会にするため、就労支援を抜本的に強化

⑤　支給決定の仕組み（手続・基準）を透明化、明確化
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20年4月から順次実施しています。

○�　国においては、引き続き残された課題を含め、障害者自立支援法附則第３条に規定す

る、施行後３年の見直しに向けた検討が行われ、現在、その結果を踏まえた法改正等の準

備が進められています。

○�　東京都は、障害者自立支援法の施行後も、国がその実施状況等を検証して、必要な見直

しを行うなど、継続して制度の充実・強化を図るよう、国に対して積極的に提案してきて

おり、その一部は、特別対策や緊急措置などを通じて実現されています。

○�　その後も、国における議論の進展を踏まえ、各般の問題について障害者自立支援法の見

直しを意識した内容を盛り込みながら、働きかけを行ってきました。
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（３）第２期東京都障害福祉計画の策定

○�　こうした状況の下、東京都は、平成21年度から平成23年度までを期間とする第２期東

京都障害福祉計画（以下、「新計画」といいます。）の基本的方向を明らかにするため、

平成20年2月に第５期東京都障害者施策推進協議会を設置し、都の障害者施策のあり方に

ついて調査審議を依頼しました。

○�　同協議会は、主として「地域におけるサービス提供体制の整備」、「施設入所者及び退

院可能な精神障害者の地域生活移行」、「障害者の就労支援策の取組」の３点について調

査審議し、平成20年9月、障害者の地域における自立生活の更なる推進に向けた東京都の

障害者施策のあり方について、東京都知事に対する意見具申（提言）を行いました。

○�　この提言では、新計画の策定に際し、旧計画の基本理念及び施策目標を引き続き維持し

つつ、障害者自立支援法の施行後に生じた様々な状況へ適切に対処すべきであるとされま

した。また、新計画において重点的に取り組むべき課題として、サービス提供基盤の整備

促進、ライフステージを通じた支援の仕組みづくり、地域生活への移行支援、障害者雇用

の拡大と就労支援、特段の支援を要する人々への適切な配慮、障害者の社会参加への支

援、サービスを担う人材の養成及び確保の７点が示されました。

○�　東京都は、この提言を踏まえ、区市町村と一層の連携を図りながら、障害者自立支援法

に基づく制度への移行を円滑に進めるとともに、これまで東京都が推進してきた「利用者

本位の福祉改革」に即して、なお引き続き、各障害の特性を踏まえた独自の先進的な施策

を推進するため、新計画を策定し、全庁を挙げて障害者施策の総合的な展開に取り組むこ

ととしました。

○�　なお、東京都は、今後とも引き続き、国が継続して制度の充実・強化を図るよう、国に

対して積極的に提案していきます。
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２　計画の性格

（１）東京都障害者計画
　障害者基本法第9条第2項の規定に基づいて平成19年度に策定した内容を、引き続き維持

しています。

（２）東京都障害福祉計画
　障害者自立支援法第89条第1項の規定に基づいて策定します。

　また、本計画は、保健医療計画、特別支援教育推進計画、住宅マスタープランなど、障害

者施策に関連した他の東京都の計画との整合を図っています。

３　計画期間

⑴�　基本計画としての障害者計画の期間は、平成19（2007）年度から平成23（2011）年
度までの5年間とし、可能な限り平成23年度までに達成すべき施策目標・事業目標を掲げ

ています。

⑵�　障害福祉計画の計画期間は、平成20（2008）年度までの第１期に引き続き、平成21

（2009）年度から平成23（2011）年度までを第２期とし、各年度における必要量や目

標数値を掲げました。

　なお、第3期障害福祉計画は、平成24（2012）年度から平成26（2014）年度までの

各年度のサービス必要量や目標数値を設定するものとして、平成23年度中に策定しま

す。

　本計画では、東京都障害者計画と東京都障害福祉計画の性格を併せもつ計画として平

成19年5月に一体的に策定した計画のうち、東京都障害福祉計画に相当する部分につい

て、所要の改定を行っています。

　このため、国の基本指針に即して改定する東京都障害福祉計画については、障害者自

立支援法第89条第2項の規定に基づいて定める事項を別途、掲載します。
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４　計画の進行管理

⑴�　この計画で定めた事業目標並びに数値目標及び各年度におけるサービスの必要見込量に

対する達成状況については、区市町村や関係機関等の協力を得て、毎年、福祉保健局障害

者施策推進部において調査し、把握します。

⑵�　東京都は、把握した計画の達成状況について東京都障害者施策推進協議会に報告し、同

協議会の点検・評価を受けるものとします。

⑶�　平成23年度に予定している本計画の見直しには、東京都障害者施策推進協議会の意見

を踏まえ、取り組みます。

年度 １９ ２０ ２１ ２２ ２３

障害者計画 施策目標
事業目標

数値目標

今回の
計画改定

サービスの
必要見込量

障害福祉計画

【第１期】
各年度の必要量や目標を設定

【第２期】
各年度の必要量や目標を設定
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